
 

１５．賃金改定状況 

 

① 賃金改定実施状況 

 

平成２８年１月１日から７月１日までの間の賃金改定の実施状況については、回答全事業所のう

ち、全産業で、「引上げた」５３．８％（前年比３．８ポイント増）、「引下げた」０．４％（前

年と変わらず）、「今年は実施しない（凍結）」１８．１％（同３．５ポイント増）、「７月以降

引上げる予定」１０．１％（同３．７ポイント減）、「７月以降引下げる予定」１．０％（同０．８ポ

イント増）、「未定」１６．６％（同４．４ポイント減）となった。 

業種別でみると、「引上げた」事業所の割合が高い業種は「情報通信業」で７５．０％（同１４．１

ポイント増）、「今年は実施しない（凍結）」「７月以降引き上げる予定」事業所の割合が高い業

種は、それぞれ「小売業」で３９．１％（同１８．３ポイント増）、２６．１％（同１３．６ポイ

ント増）となった。 

 規模別に見ると、規模に比例して「引き上げる」と回答する事業所が増加し、「今年は実施しな

い（凍結）」と回答する事業所は減少する結果となった。 

 

 

第 28図表 賃金改定実施状況 
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② 改定額・率 

 

 平成２８年１月１日から７月１日までの間に賃金改定を実施した事業所の改定後の平均所定内賃

金については、回答全事業所のうち、全産業で２５５，３３１円（前年比１８４円減）、平均改定

額は４，４５８円（同３８１円減）、平均改定率は１．７８％（同０．１５ポイント減）と前年に

比べ全体的に減少している。 

 業種別で平均改定額が最も高いのは、「職別工事業」８，７２３円（同５，６８２円減）で、最

も低いのは、「対個人サービス業」２，０４２円（同１，３４３円減）となっている。 

 

第 29図表 賃金改定額・率（平成２８年１月１日～７月１日）（加重平均） 
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①賃金改定実施状況で、平成２８年１月１日から７月１日までの間に賃金を「引上げた」「７月以

降に引上げる予定」と回答した事業所に、賃金改定の内容について聞いたところ、全産業で、「定期

昇給」が５１．８％（前年比０．３ポイント増）で最も多く、次いで、「基本給の引上げ（定期昇給

制度のない事業所）」３６．４％（同０．５ポイント増）、「ベースアップ」１５．０％（同３．１ポ

イント減）の順となっている。 

 

 

第 30図表 賃金改定の内容（複数回答） 
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①賃金改定実施状況で、平成２８年１月１日から７月１日までの間に賃金を「引上げた」「７月以

降に引上げる予定」と回答した事業所に、賃金改定の決定要素について聞いたところ、全産業で「企

業の業績」が６３．４％（前年比７．２ポイント減）で最も多く、次いで、「労働力の確保・定着」 

５４．９％（同７．１ポイント増）、「世間相場」２３．５％（同１．８ポイント減）の順となって

いる。 

業種別においても「企業の業績」が最も回答が多かったが、規模別において「１～９人」のみが

「労働力の確保・定着」５５．１％（同０．９ポイント減）と、前年と同様に最も多く回答し、労

働力確保の方法として賃金改定を重視している結果となった。 

 

 

第 31図表 賃金改定の決定要素（複数回答） 

回答数 194 72 168 27 60 11 65 16 8 7 17
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回答数 2 4 1 1 1

回答数／回答事業所数(％) 50.0 100.0 25.0 25.0 25.0
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回答数／回答事業所数(％) 76.5 52.9 52.9 17.6 17.6 23.5 11.8 5.9 5.9

回答数 17 4 8 3 6 4 2 1 2 1
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回答数／回答事業所数(％) 63.6 18.2 36.4 18.2 27.3 18.2

回答数 10 3 12 4 1 2 1

回答数／回答事業所数(％) 58.8 17.6 70.6 23.5 5.9 11.8 5.9
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回答数／回答事業所数(％) 62.6 20.0 52.2 11.3 20.0 0.9 20.9 6.1 2.6 1.7 7.8
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